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福島で始める挑戦が未来社会を切り拓く力に！

福島国際研究教育機構 理事長

山崎 光悦 (やまざき・こうえつ)

金沢大学大学院修士課程修了，工学博士。

金沢大学教授，同大学長などを経て，2023 年

4 月から現職。

福島国際研究教育機構(F-REI)は，東日本大震災と原子力災害の複合災害に見舞われた福島県浜通りの創

造的復興のシンボルを目指して，福島特別措置法に基づき 2023 年 4 月福島県浪江町に設置された特殊法人

です。設立以来，福島をはじめ東北の創造的復興を目指し，地域が抱えるさまざまな課題に向き合いながら，

その先の未来を切り拓くため，さまざまな取り組みを進めています。

F-REI の研究は，｢ロボット｣，｢農林水産業｣，｢エネルギー｣，｢放射線科学・創薬医療，放射線の産業利

用｣，｢原子力災害に関するデータや知見の集積・発信｣の 5つの研究分野を柱としています。各研究分野が独

立して研究を進めるだけでなく，それぞれの専門性を生かしつつ，分野の枠を越えた異分野融合研究によっ

て，F-REI ならではの研究成果が創出されるよう取り組んでいます。

ロボット分野では，これからまだまだ年月を要する福島第一原子力発電所の廃炉を視野に過酷環境下でも

機動性を発揮するロボットや水中ドローンの開発を目指した研究開発が進められています。また放射線科

学・創薬医療分野では，放射線の医療，農業・工業利用を念頭に，医療分野では短寿命の放射性同位体(RI)

による診断・治療研究，農業分野では食料生産と密接に関連する植物栄養学に革新をもたらす植物 RI イ

メージング研究，工業分野ではさまざまな利活用を支える放射線検出器・イメージング技術の開発に取り組

んでいます。さらに原子力災害に関するデータや知見の集積・発信に関する研究分野では，原子力発電所事

故によって環境中に放出された放射性セシウムの動きを把握・未来を予測する環境動態研究や，複合災害か

ら復興への過程を体系化し，得られた知見を国内外の防災・減災に生かす原子力災害医科学研究などを通し

て，浜通りのレジリエントな街づくり・地域づくりに役立てる研究も推進しております。

F-REI の研究の大きな特徴は，｢出口を見据えた研究｣(実証と社会実装)を重視している点にあります。学

術的な知見を積み重ねるだけでなく，その成果を地域や社会に活かし，実際の暮らしのなかで役立てていく

ことを大切にしています。福島という場所だからこそ直面する課題と向き合い，世界でここにしかない多様

な研究を通じて，社会実装の場をつくり，世界へと発信していくことがわれわれの使命です。

設立当初は 1つだった研究グループは，この 2年余りで 15 グループにまで拡大し，2030 年度までに 50 程

度の研究グループ体制の構築を目指しています。｢F-REI は面白いな｣と共感してくれる仲間を国内外から

迎え入れ，世界トップ水準の研究開発に取り組んでいきます。併せて，現在 JR常磐線浪江駅の西側に 17 ha

の用地を確保し，新たな拠点施設の整備も進めており，そこは単なる研究施設にとどまらず，地域の方々と

共に生き，共に発展していく場，開かれたキャンパスとなることを目指しています。

F-REI は，｢創造的復興の中核拠点｣として，福島の浜通り地域を変革と希望に満ちた地へと発展させたいと

考えています。復興という言葉を一歩先へと進め，研究が地域の暮らしに根ざし，人々の生活に貢献していく

こと，福島が憧れの地として語られるような未来を，研究の力で支えていきたいと考えています。そして，｢お

らがエフレイ｣と地域の方々に親しみと誇りをもっていただけるような存在になりたいと願っています。

福島から始まる私たちの挑戦が，やがて世界の未来を形づくっていく力となることを信じています。その

思いを胸に，地域に根ざし，世界に開かれた新たな拠点として，これからも歩みを進めてまいります。今後

とも温かいご支援を賜りますよう，お願い申し上げます。

(2025 年 8 月 5 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.67，No.10 (2025)

559



02-03_vol67_10-I_Perspetive_PK.smd  Page 1 25/08/27 11:42  v4.00

ご理解とご協力
ジャーナリスト 井内 千穂

それは単なる外交辞令だったのだろう。あるシンポジ

ウムの後，懇親会の場で，所管官庁からのスピーカーに

挨拶したら，｢今後ともご協力をお願いしますね｣と言わ

れた。適当に受け流せばいいものを，私は｢え？ご協力

なんかしませんよ｣と答えてしまった。相手の顔は一瞬

引きつったが，近くにいた他の参加者が笑顔で｢是々

非々ですよね｣というフォローを入れてくれたおかげで，

その場は険悪にならずに済んだ。

私は，｢はい，ぜひ協力させていただきます｣と答える

べきだったのだろうか。咄嗟に出た自分の言葉を反芻し

つつ，｢ご協力｣について考えてみたい。

國防婦人會の協力

なぜ，あんな大人げない物言いをしたのだろう？ こ

の場面は長く心に引っ掛かっていたが，最近，NHK 連

続ドラマ小説『あんぱん』を見ていて，はたと思い当

たった。戦時中の高知の田舎町で｢大日本國防婦人會｣の

タスキをかけた女性たちが，ドヤ顔で｢ゼイタクは敵だ｣

｢お国のために立派に戦え｣と言っている。そう，私はあ

れになりたくなかったのだ。

もちろん，戦時中と今は同じではない。それに私は何

も国の政策にいちいち反対しようと思っているわけでは

ない。しかし，いつの時代にも，政策を｢決定して実行す

る｣側と，政策を｢理解して協力する｣側にはギャップが

ある。

たとえば，日本の地層処分政策は 2000 年に成立した，

通称｢最終処分法｣に基づいており，国も原子力発電環境

整備機構(NUMO)も，この法律に則って粛々と地層処分

事業を進めようとしている。決して私利私欲で悪事を働

いているわけではない。しかし，処分場選定の第一段階

である文献調査受け入れに反対する人々から，｢国と

NUMOがわが町を罠にかけようとしている｣などと言わ

れたりする。担当当局としては政策を前へ進める必要が

あり，｢ご協力をお願いします｣の言外に漂う｢行政の声｣

が私の心の中でこだまする。

・・・そもそもこんなシンポジウムに来ているのは，高レ

ベル放射性廃棄物の問題に関心をお持ちだからでしょ

う？ だったら伝えていただきたい。一般市民のみなさ

んが心配するようなことは何もないのだと。文献調査に

不安を感じたり地層処分に反対したりするのは，よく知

らないからだ。まずは｢知ること｣からお願いしたい。そ

して，文献調査を受け入れた地域のみなさんに感謝して

応援してもらいたい。できれば 10カ所ぐらい検討したう

えで選定したいので，どんどん文献調査に手を挙げても

らえるような雰囲気を醸成してもらいたい・・・まさに，

｢大日本國防婦人會｣のおばちゃんになるではないか。

NIMBYの壁

多くの人々は，原子力が｢トイレなきマンション｣と揶

揄される状況を問題だと考えており，最終処分場の必要

性を認める。高レベル放射性廃棄物を地下深く，

300 メートルより深い地層に埋設して人間社会から隔離

する。そして忘れ去る。それがベストの方法なのかもし

れない。

しかし，自分の地元はごめんだ。放射性物質が漏れ出

てくることはないと言うが，そんな保証がどこにある？

そのおそれがあるだけで風評被害が起きかねない。それ

に，文献調査の受け入れへの賛否で町が分断されること

は絶対に避けたい。だから，そんな話を持ってこないで

もらいたい。よそでやってくれ，と多くの人が思う。

この態度は NIMBY(Not In My Back Yard)と呼ばれ

るが，誰がそれを責められよう。こうしたNIMBYの壁

を打破すべく，担当当局に｢協力する｣以外に選択肢はな

いのだろうか。

他の選択肢も検討の俎上に

本誌 2024 年 8 月号の巻頭言として，｢原子力の海洋活

用の勧め HLW処分場を EEZ 海底下に作れ｣が掲載さ

れた。筆者の金子熊夫氏は，｢結論から先に言えば，筆者

は日本の場合，陸地の地下に処分場を作るのは社会的，

政治的に至難の業で，不可能に近いと考えている。なら

ばどうすればよいか。筆者が長年考えに考えた末の答え

は，日本の排他的経済水域(EEZ)内の海底の地下または

EEZ内にある島を活用することである。｣と述べ，たとえ

ば，地質的に極めて安定しているという南鳥島を候補に

挙げる。

また，別の場では，高レベル放射性廃棄物は，見方を

変えれば｢核のごみ｣ではなく，何万年も放射線を出し続

ける資源とも考えられるという話を聞いた。ガラス固化

体を建物の地下などに設置し，しっかり遮蔽したうえ

で，熱源や放射線発電に活用するという大胆なアイデア

に驚いた。そんなことができるのか？！

( 2 ) 日本原子力学会誌，Vol.67，No.10 (2025)
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さらに，最終処分施設が完成するまで，いずれにして

も 100 年ぐらいかかるのだから，それまでは，事実上，

乾式キャスク等で中間貯蔵を続けることになるし，それ

で問題ないのではないかという達観した意見も聞いた。

笛吹けど踊らず

もとより海洋科学にも発電技術にも明るくないので，

これらのアイデアがどこまで実現性を持つものなのか，

私にはわからない。しかし，ここで言いたいのは，もっと

検討の幅を広げてはどうかということだ。人々が疑心暗

鬼や無力感に陥らず，オープンに話せるようになれば，

もっとさまざまなアイデアが出てくるのではないか。

そんな思い付きのアイデアを真面目に相手にしている

ヒマはない，あくまでも法律で決まった方針で，文献調

査に手を挙げてもらうための全国行脚を続ける，と担当

当局は言うかもしれない。しかし，それでは国民は｢ど

こかに埋めてもらえないかなぁ｣と思うだけで，それ以

上のことは考えないだろう。｢とにかく，うちはイヤだ

からね｣というNIMBYを決め込んで沈黙する。

つまり，担当当局が｢決定して実行するのはわれわれ

で，民草は理解して協力すべきなのだ｣と考え続けてい

る限り，笛吹けども人は踊らない。

｢文献調査｣受け入れの当事者たちは

現行の｢最終処分法｣に基づく文献調査が初めて行われ

た北海道の寿都町と神恵内村では，調査報告書がまとま

り，それに対するパブリックコメントの募集も終了し

た。2年ほど前に北海道・寿都町を訪ねた折，ある住民

は，｢全国民が考えるべき重要な問題を，なぜ，こんなに

小さい町の住民だけが考えなければいけないのか？ 国

民的議論がないまま，進めていくことには反対だ｣と

言った。至極まっとうな意見だと思う。また，北海道知

事は消極的態度を続けており，この先，概要調査に進む

のかどうか不透明だ。

目下，文献調査が行われている佐賀県玄海町では

2025 年 4 月 17 日，地域住民が｢対話を行う場｣が初めて

開催された。NUMO から文献調査について説明があっ

た後，出席者によるグループ討議が行われた。地元の有

志からなる実行委員会の八島一郎委員長は，｢文献調査

そのものが何なのかを知らない人がかなり多かったた

め，まず文献調査とは何かを理解してもらうのが一番大

事だと思う｣と語った。

ふだんの暮らしで，｢高レベル放射性廃棄物の最終処

分場選定のための第一段階としての文献調査｣なんて，

なじみがあるわけがない。仮にニュースに接することが

あっても，｢国がやろうとしている何か禍々しいこと｣の

ように受けとめた後，忘れてしまう。それでも，文献調

査の当事者となった玄海町の人々の間では，これから少

しずつ，まずは文献調査が何であるか，ということから

知識が共有されていく。そして，対話の場を重ねるにつ

れて，｢全国民が考えるべき重要な問題を，なぜ，こんな

に小さい町の住民だけが考えなければいけないのか？

国民的議論がないまま，進めていくことには反対だ｣と

言いたくなるのではないだろうか。

直近では，2025 年 5 月に島根県益田市の経済関係者で

作るグループが，市議会に対して文献調査への応募を市

に働きかけるよう求める請願書の提出を検討していた

が，その報道からわずか一週間で白紙撤回という動きが

あった。市長や知事の発言には文献調査への強い忌避感

がにじむ。そして，このようなニュースから人々に伝わ

るのは，文献調査のさらにネガティブなイメージだろ

う。全国行脚を続ける担当当局のご苦労も偲ばれる。

衆知のスイッチを入れるには

そろそろやり方を変える時ではないだろうか。もちろ

ん，高レベル放射性廃棄物の問題を放置しておくわけに

はいかない。しかし，いずれにしても長い年月がかかる

問題であるから，もっと幅を広げて柔軟に検討するのが

賢明ではないか。

海洋活用でも，放射線発電でも，長期の中間貯蔵でも，

さまざまな選択肢や知恵を出し合うことはできないもの

か。ひょっとすると自分のアイデアが採用され，実行さ

れるかもしれない。ビジネスになるかもしれないと思え

ば，若い起業家などが俄然やる気になり，一般国民の関

心も高まるのではないか。少なくとも，地層処分に関す

る説明を聞いて｢ご理解，ご協力｣するよりは，はるかに

ワクワクしそうだ。

え？｢今後ともご協力をお願いしますね｣というのは，

そういう意味だったのですか！ それは失礼。高レベル

放射性廃棄物の処分をはじめとする難問に取り組むため

に，一緒に考えるということなら，ぜひご協力したい。

微力ながら。

(2025 年 6 月 30 日 記)
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